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研究成果の概要（和文）：社会生態学的アプローチに基づき、(1)社会環境変数である関係流動性の心理・行動
的帰結、および自然・社会的先行要因を検討し、 (2) 人々が採る対人行動方略に対して、社会環境要因である
関係流動性と、個人要因である対人関係市場価値とが複合的に与える交互作用効果を検討した。国際比較データ
を用いた分析の結果、関係流動性の広範な心理・行動的帰結および先行要因、また情熱・嫉妬・コミットメント
証明行動・恋人保持行動といった感情や行動方略の規程因が示され、またそれらの適応価が示唆された。

研究成果の概要（英文）：From a socio-ecological perspective, I investigated (1) psychological and 
behavioral consequences as well as natural- and social-ecological antecedents of relational 
mobility, and (2) the interaction effect between relational mobility (societal factor) and 
interpersonal market value (individual factor) on the selection of behavioral tactics in the 
interpersonal domain. Analyses of cross-cultural data found a wide-range of psychological and 
behavioral consequences and ecological antecedents of relational mobility. They also found societal 
and individual factors predicting several interpersonal emotions and behavioral tactics such as 
passion, jealousy, commitment proving behaviors, and mate retention behaviors, and suggest their 
adaptive values.

研究分野：社会心理学、文化心理学、社会生態心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
先行研究は、人々の日常生活における対人行動方略－望ましい対人関係を獲得・維持するための行動－の選択に
対して、社会環境変数である関係流動性が影響することを見いだしてきた。これに対して本研究は、新たに(1)
関係流動性に先行する自然・社会環境要因を明らかにするとともに、(2)社会環境要因である関係流動性と、個
人要因である市場価値との複合的な交互作用効果を扱うことにより、人間の社会行動研究に新鮮な知見と視点を
提供するものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 研究代表者らを中心とした近年の研究は、人々が日常生活においてどのような対人行動方
略－すなわち望ましい対人関係を獲得・維持するための行動－を用いやすいかは、彼らを取り
囲む社会環境の性質に影響されることを示してきた。特に注目されてきたのは、関係流動性
(Yuki & Schug, 2012)－すなわち「特定の環境内に存在する対人関係や所属集団の選択の自由度」
の効果であった。 
(2) だがこれらの研究の限界は、同一環境内に存在する方略採択の個人差を無視し、全体的な
平均値の差異にのみ注目していることであった。実際には、関係流動性が一定であったとして
も、その中にいる個々人は、自らの特性に応じて行動方略を使い分けているだろう。しかし、
人間の対人行動方略の選択に対して社会生態学的環境による制約と個人特性による制約とが与
える交互作用効果を明確に理論化・実証した試みはこれまでに存在しなかった。 
 
２．研究の目的 
(1) 関係流動性の帰結と原因：関係流動性が影響を与えると考えられる広範な心理・行動現象
を検討するとともに、自然環境・社会環境に存在する関係流動性の規程因を明らかにする。 
(2) 社会の制約と個人の制約：社会環境の関係流動性と、そこで暮らす個々人の配偶価値とが、
彼らの配偶行動と心理に与える複合的な影響を検討する。行動生態学における「条件付き戦略」
の理論にあるように、配偶市場における価値が高い個人と低い個人とでは、採用する対人行動
戦略が異なるだろう。しかし同時に、その差異は、対人関係の選択の自由度が高い高関係流動
性社会においてより顕著に表れるだろう。 
 
３．研究の方法 
(1) 関係流動性が異なることが予期される複数の社会生態学的環境においてデータ収集を行い、
当該環境の関係流動性と、人々の心理・行動、また、現在から過去にわたる自然環境および社
会環境の特性との関連を検討した。 
(2) 複数の社会でデータ収集を行い、そこに住む人々の対人行動方略の多様性を、当該社会の
関係流動性と、そこに住む人々の個人特性との組み合わせが、統計的に説明するかどうかを検
証した。特に注目したのは、配偶市場（恋愛パートナーを獲得・維持するための対人関係市場）
における心理と行動の規程因である。 
 
４．研究成果 
(1) 関係流動性の原因と帰結：社
会環境の関係流動性がそこに住む
人々の心理と行動に与える影響、
また関係流動性を規定する自然環
境および社会環境の特性を明らか
にするため、世界最大のソーシャ
ルネットワークサイト(SNS)であ
る Facebook のユーザーを対象と
して、39 ヵ国・地域から約 1万 7
千人分のデータを収集した。分析

の結果、1)関係流動性尺度 (Yuki 
et al., 2007)の因子構造は高い汎
文化共通性を持つこと、2)関係流
動性の国別得点は、当該国の人々の戦略的対人行動（自己開示）、対人心理（親密性）、対人関
係の性質（ペア間の類似性知覚）、自己概念（自尊心）などと、予測と一貫する方向で関連する
こと、3) 関係流動性は、当該地域における自然環境の厳しさや病原体の蔓延度を含む脅威レベ
ル、また当該地域の主要な生業形態（例えば稲作用耕地の比率）と、いずれも予測と一貫する
方向で関連すること、などがわかった。本研究を報告した論文は、アメリカ合衆国科学アカデ
ミー紀要 (PNAS)誌に掲載された。 
 
(2)情熱とコミットメント証明行動：対人行動戦略の一つとして、特定の他者のみに集中的に資
源配分し、それ以外の他者への配分量との差異化を図るコミットメント証明行動がある。また
その背後には、情熱 passion と呼ばれる情動があると考えられる。そしてコミットメント証明
行動と情熱は、対人関係の競争性の高い、高関係流動性社会における恋愛市場において特に適

図 1 調査対象国・地域の関係流動性（赤が強いほど関係
流動性が高く，青が強いほど関係流動性が低い） 



応価が高いだろう。［研究 2-1］恋人に対する情熱とコミットメント証明行動の強さが当該社会
環境の関係流動性によって左右されるかを、日米成人対象の調査により検証した。その結果、
予測通り、1) 日本人よりも米国人の方が恋人に対する情熱が強い、2)その差異が両社会間の関
係流動性の差異により統計的に説明される、3)情熱はコミットメント証明行動につながる、こ
とが示された。本研究を報告した論文は、Evolutionary Psychology 誌に掲載された。［研究 2-2］
日米の成人に、様々なコミットメント証明行動の採用度を尋ねた。すると予測通り、いずれの
採用度もアメリカ人の方が高かった。ただし、当該の日米差を関係流動性が媒介することは確
認されなかった。［研究 2－3］恋愛関係の長期化に伴うパートナーへの情熱感情の減衰度が、
恋愛市場の関係流動性によって調整されるかを検討した。異性と交際中の日米の異性愛者を対
象としたオンライン質問紙調査の結果、予測通り情熱感情に対する関係流動性と交際期間の交
互作用効果が有意となり、交際期間の長期化による情熱の減衰は、関係流動性が低い社会環境
でのみ有意となった。これは、情熱はパートナー喪失リスクが高い高関係流動性社会における
適応的対人感情であるとの研究代表者らの理論 (Yamada, Kito & Yuki, 2017) と一貫するもの
である。 
 
(3) 恋愛パートナー保持方略：恋愛市場におけるパートナーの保持方略に対する、関係流動性
と配偶価値の影響を検討した。［研究 3-1］日米の異性愛者の女性を対象としたオンライン調査
により、高流動性社会においては、配偶価値が高い女性ほど積極的なパートナー保持を受けて
いるとの予測通りの結果が得られた。［研究 3-2］二種類のパートナー保持行動（利益提供とコ
スト賦課）に関係流動性と配偶価値が与える効果を検討した。異性と交際中の日米の成人女性
を対象としたオンライン調査の結果、関係流動性と配偶価値それぞれの主効果については、高
関係流動性社会では低関係流動性社会よりも利益提供が見られやすく、また高配偶価値者は利
益提供を、一方低配偶価値者はコスト賦課を、というおおむね予測通りのパターンが見られた。
だが、両者の交互作用効果については一貫したパターンが見られなかった。 
 
(4) 嫉妬：嫉妬 jealousy は、恋愛関係においてパートナーの保持に役立つ適応感情の一つと考
えられる。この強さに対して関係流動性と配偶価値が与える交互作用効果の検討を行った。［研
究 4-1］異性と交際中の日米成人男女を対象としたオンライン調査の結果、嫉妬感情は、認知・
情動・行動のいずれの要素においても関係流動性が低い方が強いという、予測とは逆のパター
ンが見られた。これは、高関係流動性社会におけるパートナー獲得をめぐる競争性よりも、低
関係流動性社会における代替関係の欠如の方が、嫉妬の強い規程因となっている可能性を示唆
している。関係流動性と配偶価値との交互作用効果については一貫したパターンが見られなか
った。［研究 4-2］研究 4-1 の結果を追試するため、異性と交際中の日米成人男女を対象とした
オンライン調査を行った。分析の結果、①感情的嫉妬は、関係流動性が高いほど強い、②認知
的嫉妬と行動的嫉妬は、関係流動性が高いほど弱い、③認知的嫉妬に対する関係流動性の効果
は、高関係流動性社会では恋人から受けるコミットメント証明行動の多さによって媒介される、
④女性は年齢が上がるほど嫉妬感情が強くなるが、この傾向はパートナー喪失リスクの高い高
関係流動性社会でのみ見られる、ことがわかった。 
 
(5) 土産品購買行動：従来あまり注目されてこなかった対人行動方略として、旅行者が旅先で
購入した土産品を帰着後に他者に配る行動を取り上げ、それに居住地の関係流動性がどのよう
に関連しているかを検討した。北海道の新千歳空港において、諸外国からの旅行者を対象とし
て土産品購買行動の調査を行った。分析の結果、関係流動性の高い欧米諸国の旅行者は、少数
の他者に対して集中的に渡すための比較的高価な土産品を購入していること、一方関係流動性
の低いアジア諸国の旅行者は、多数の他者にばらまくための比較的安価な土産品を購入してい
ることがわかった。 
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